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アジアの相互依存関係の変化 
―日本外交の効果を考える―
 叶　芳和
Ⅰ　世界の相互依存関係の変化―中国の台頭―
₂₁世紀に入って、世界の相互依存関係は劇的な変化を見せた。
米国の地域別貿易を見ると、対日貿易のシェアは大幅に縮小し、逆に対中貿易のシェア
が大幅に増大している。いまでは、米中貿易は日米貿易の約 ₃ 倍に達している。図 ₁ に見
るように、₂₀₁₃年現在、対日貿易₂₀₃₈億ドルに対し、対中貿易は₅₆₂₂億ドルである。
世界最大の貿易国である米国において、₁₉₉₅年から₂₀₁₃年に掛けて、日本の比重は₁₄．₁
％から₅．₃％に低下し（輸出入総額）、逆に中国は₄．₃％から₁₄．₆％に上昇した（表 ₁ ）。貿
易規模で見ると、輸出入とも、日米貿易はこの₁₈年間（₁₉₉₅⇒₂₀₁₃）ほとんど増加せず、
横ばいで推移している。留意すべき点であろう（日米関係を考えるとき、極めて重要なポ
イントと思われる）。
貿易面で見る限り、米中の相互依存関係は著しく高まり、いまや米中関係は日米関係よ
り緊密になっている。米国市場における日中の逆転は₂₀₀₃年以降に生じ、拡大の一途であ
る。米中の貿易結合度は日米のそれより強いという事実に、目を塞いではならない。₁
図 １ 　日米中の相互依存関係の変化
（注）貿易総額（X+M）の値である。
（資料）World Trade Atlas.
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₁ 　筆者は ₆ 年前、同趣旨の論文を発表した。その際は₂₀₀₇年までのデータしか使えなかったが、今回は₂₀₁₃年データが利用できる。上述の記述は₂₀₀₇
年値を₂₀₁₃年値に置き換えただけである（拙稿「変化する国際的相互依存関係―金融危機下にも拡がる中国のヘゲモニー―」石橋湛山記念財団発行『自
由思想』第₁₁₃号（₂₀₀₉年 ₁ 月）pp₃₀～₃₈参照）。国際情勢は予想通りに展開したのである。前論文では、相互依存関係が劇的に変化していく情勢を直
視し、日本の正確な自画像を描いて国際政治に対応すべきと警鐘を鳴らした。筆者としては全力投球の論文であった。
表 １ 　日米中の相互依存（輸出入別）
米　　国 中　　国 日　　本
世界 中国 日本 世界 米国 日本 世界 米国 中国
貿易総額
₁₉₉₅ ₁,₃₂₈ ₅₇ ₁₈₈ ₂₈₁ ₄₁ ₅₇ ₇₇₉ ₁₉₆ ₅₈
₂₀₀₀ ₂,₀₀₀ ₁₁₆ ₂₁₁ ₄₇₄ ₇₄ ₈₃ ₈₅₉ ₂₁₅ ₈₅
₂₀₀₅ ₂,₅₇₅ ₂₈₅ ₁₉₃ ₁,₄₂₂ ₂₁₂ ₁₈₄ ₁,₁₁₁ ₁₉₈ ₁₈₉
₂₀₁₀ ₃,₁₉₂ ₄₅₇ ₁₈₁ ₂,₉₇₃ ₃₈₄ ₂₉₆ ₁,₄₆₄ ₁₈₆ ₃₀₃
₂₀₁₃ ₃,₈₄₈ ₅₆₂ ₂₀₄ ₄,₁₆₀ ₅₁₄ ₃₁₂ ₁,₅₄₇ ₂₀₂ ₃₁₀
輸出額
₁₉₉₅ ₅₈₅ ₁₂ ₆₄ ₁₄₉ ₂₅ ₂₈ ₄₄₃ ₁₂₁ ₂₂
₂₀₀₀ ₇₈₂ ₁₆ ₆₅ ₂₄₉ ₅₂ ₄₂ ₄₇₉ ₁₄₂ ₃₀
₂₀₀₅ ₉₀₁ ₄₁ ₅₅ ₇₆₂ ₁₆₃ ₈₄ ₅₉₅ ₁₃₄ ₈₀
₂₀₁₀ ₁,₂₇₈ ₉₂ ₆₀ ₁,₅₇₈ ₂₃₁ ₁₂₀ ₇₇₀ ₁₁₉ ₁₅₀
₂₀₁₃ ₁,₅₈₀ ₁₂₂ ₆₅ ₂,₂₁₀ ₃₆₈ ₁₅₀ ₇₁₅ ₁₃₂ ₁₂₉
輸入額
₁₉₉₅ ₇₄₃ ₄₆ ₁₂₃ ₁₃₂ ₁₆ ₂₉ ₃₃₆ ₇₅ ₃₆
₂₀₀₀ ₁,₂₁₈ ₁₀₀ ₁₄₆ ₂₂₅ ₂₂ ₄₂ ₃₈₀ ₇₂ ₅₅
₂₀₀₅ ₁,₆₇₃ ₂₄₃ ₁₃₈ ₆₆₀ ₄₉ ₁₀₀ ₅₁₆ ₆₄ ₁₀₉
₂₀₁₀ ₁,₉₁₄ ₃₆₅ ₁₂₁ ₁,₃₉₅ ₁₀₁ ₁₇₆ ₆₉₄ ₆₇ ₁₅₃
₂₀₁₃ ₂,₂₆₈ ₄₄₀ ₁₃₉ ₁,₉₅₀ ₁₄₆ ₁₆₂ ₈₃₃ ₇₀ ₁₈₁
（出所）米 GTI 社、World Trade Atlas.
米国を廻る日中の逆転は₂₀₀₃年以降に生じた。中国は₂₀₀₁年末に WTO に加盟し、その
効果から対内直接投資が増大し、「世界の工場」と化した。直接投資が生産力化したのが
₂₀₀₃年である。₂₁世紀は「中国の台頭」が世界史の中で特記されることになろう（正確に
は再復興）。
Ⅱ　アジアは誰に依存しているか
（ １）中国のアブソープション能力（輸入吸収力）
日本はかって、アジア地域に強い影響力を持っていた。直接投資による現地生産だけで
はなく、アジア諸国からの輸入も大きかった。アジア諸国は、米国と並んで日本市場に輸
出することで経済成長した。
しかし、近年は、アジア諸国は中国向けの輸出で成長している。₂₀₁₃年現在、アジア諸
（単位：₁₀億ドル）
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国（中国を除く）の輸出先は、中国向け₆₃₁億ドル、米国向け₂₅₂億ドル、日本向け₁₉₁億
ドルである（表 ₂ 、表 ₃ ）。アジア諸国にとっての一番の顧客は、中国なのである。中国
が日本、米国にとって代わり、アジア諸国にとって最大の顧客となった。
アジア諸国は中国に輸出することで経済成長を図っている構図である。いまや、中国の
アジア諸国からの輸入額は日米合計よりも大きい。中国は日本の ₃ 倍もアジア諸国から買
っている。日本と中国のアジアからの輸入額は₂₀₀₂年に逆転し、その差は拡大一途である。
日本はアジアを輸出市場として活用しているが（直接投資を含めて）、アジアからの輸入
は大きくないのである。
表 ２ 　東アジア諸国（除く中国）の輸出市場（国別）
（単位：₁₀億㌦、％）
輸出先 ₁₉₉₅年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₃年 ₂₀₁₃年
世界 ₇₂₈ ₁₀₀.₀ ₉₂₈ ₁₀₀.₀ ₉₈₈ ₁₀₀.₀ ₂,₅₇₇ ₁₀₀.₀
米国 ₁₄₈ ₂₀.₃ ₁₉₉ ₂₁.₄ ₁₇₁ ₁₇.₃ ₂₅₂ ₉.₈
EU ₁₀₅ ₁₄.₄ ₁₃₉ ₁₅.₀ ₁₃₈ ₁₄.₀ ₂₄₄ ₉.₅
日本 ₈₄ ₁₁.₅ ₁₀₁ ₁₀.₉ ₉₃ ₉.₄ ₁₉₁ ₇.₄
中国 ₇₆ ₁₀.₄ ₁₀₇ ₁₁.₅ ₁₈₁ ₁₈.₃ ₆₃₁ ₂₄.₅
東アジア域内 ₂₅₃ ₃₄.₈ ₃₂₇ ₃₅.₂ ₃₉₀ ₃₉.₅ ₁,₃₈₉ ₅₃.₉
同（中国含む） ₃₂₉ ₄₅.₂ ₄₃₄ ₄₆.₈ ₅₇₁ ₅₇.₈ ₂,₁₄₇ ₈₃.₃
（資料）JETRO。原資料は IMF, Direction of Trade Statistics. 及び台湾貿易統計。
（注）EU は₂₀₁₃年は EU₂₈、ほかは EU₂₅ 。
　　　東アジアは ASEAN ＋ ANIES〔韓国、香港、台湾、ASEAN〕（ただし ASEAN の₂₀₀₃年以前は ASEAN ₅ ）。
表 3  誰が東アジア諸国から買っているか（日本 or 中国？）
（単位：₁₀億㌦）
輸入国 中国 日本 米国 EU
₁₉₉₅ 　₇₆ 　₈₄ ₁₄₈ ₁₀₅
₂₀₀₀ ₁₀₇ ₁₀₁ ₁₉₉ ₁₄₀
₂₀₀₃ ₁₈₁ 　₉₃ ₁₇₁ ₁₃₈
₂₀₀₅ ₃₀₆ ₁₁₉ ₂₀₉ ₁₈₄
₂₀₁₀ ₅₄₃ ₁₆₂ ₂₂₄ ₂₃₃
₂₀₁₃ ₆₃₁ ₁₉₁ ₂₅₂ ₂₄₄
（出所）JETRO。原資料は IMF,Direction of Trade Statistics. 及び台湾貿易統計。
（注）東アジア諸国は AEAN ＋ ANISE〔韓国、香港、台湾、ASEAN〕（ここでは中国を除く）
人口₁₃億の巨大な国内需要を背景に、中国のアブソープション能力（輸入吸収力）は大
きい。これは中国の国際政治力の源泉である。第 ₂ 次世界大戦後、アジア諸国が米国に従
ったのは別に米国の軍事力だけが背景ではない。東南アジアの国々は米国に輸出すること
で経済発展できたという事情がある。それと同じで、中国に輸出することで飯を食うとい
う構図が出来上がると、アジアにおける中国の指導力は高まるであろう。経済成長率が違
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うので、今後、アジアからの輸入額の日中格差はますます拡大する。中国の国際政治力が
高い背景である。
人口₁₃億の巨大な国内需要があるわけだから、中国の輸入吸収力には敵わない。輸入額
でも GDP 規模でも、中国は日本より大きい。₂₁世紀初頭、我々は歴史の転回点に立って
いる。この事実にいつまでも目を塞いでいては先が開けてこない。
（ ２）日本の最も近い隣国である韓国・台湾の変化
◇韓国の相互依存関係の変化（中韓 vs 日韓）
韓国の相互依存関係は、大きく変化した。米国、日本依存が後退し、中国依存が増大し
た。対米依存度は貿易総額で、₁₉₉₆年₁₉．₆％であったが、₂₀₁₃年には₉．₆％に低下した。
対日依存度は₁₆．₉％から₈．₉％に低下した。半減である。これに対し、対中依存度は₈．₁％
から₂₁．₃％に上昇した。現在は、日米合計よりも台中貿易のほうが大きい。特に輸出市場
としての中国の役割が大きい。
日本市場は成長しないため、日本向けの輸出の伸びは小さく、一方、中国向けが著しく
伸びた。対中輸出₁︐₄₅₉億㌦、対日輸出₃₄₇億㌦である（₂₀₁₃年）。 ₄ 倍以上の差がある。
一方、輸入は日本からも中国からの輸入の ₇ 割水準を維持している。
しかし、この対中依存度の上昇は₂₀₁₀年までに起きたものであって、₂₀₁₁年以降の変化
は小さい。近年、日本では、朴槿惠政権になって中国接近、反日本が強まったと見る論調
が多いが、貿易面からはそれは確認できない。朴槿惠氏の大統領就任は₂₀₁₃年 ₂ 月である
が、韓国の対中貿易の増大はそれ以前から起きている。つまり、朴政権の「反日」の影響
ではなく、対日・対米の貿易依存度の低下は朴政権以前に起きたことである。中国の経済
発展、輸入吸収力の増大と韓国の産業構造高度化という経済的な要因から、相互依存関係
の変化が生じたと見るべきであろう。
なお、韓国の中国接近、貿易面での中韓関係が大きくなったとはいえ、今のところ、日
中貿易は中韓貿易より大きい（後述、図 ₂ 参照）。
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表 4 － １ 　韓国および台湾の貿易依存先の変化
（単位：百万㌦）
韓　　　　国 台　　　　湾
米国 日本 中国 米国 日本 中国
貿易総額
₁₉₉₆ ₅₅,₀₀₄ ₄₇,₂₁₉ ₁₈,₂₄₄ ₄₆,₇₉₁ ₄₁,₁₄₇ ₃,₆₈₅
₂₀₀₀ ₆₆,₆₅₂ ₅₂,₀₂₂ ₃₀,₈₀₂ ₅₉,₇₂₃ ₅₅,₀₀₉ ₁₀,₄₃₃
₂₀₀₃ ₅₉,₀₃₄ ₅₃,₅₈₉ ₅₇,₀₁₉ ₄₂,₇₇₄ ₄₄,₆₀₂ ₃₂,₂₈₂
₂₀₀₅ ₇₁,₉₂₉ ₇₂,₄₃₁ ₁₀₀,₅₆₃ ₄₉,₄₅₄ ₆₀,₄₃₀ ₆₀,₇₂₈
₂₀₁₀ ₉₀,₂₁₉ ₉₂,₄₇₂ ₁₈₈,₄₁₁ ₅₅,₇₇₅ ₆₉,₀₇₃ ₁₀₈,₅₉₀
₂₀₁₁ ₁₀₀,₇₇₀ ₁₀₈,₀₁₄ ₂₂₀,₆₃₁ ₆₀,₆₅₅ ₆₉,₀₈₃ ₁₂₁,₆₂₅
₂₀₁₂ ₁₀₁,₈₆₆ ₁₀₃,₁₅₉ ₂₁₅,₁₀₇ ₅₅,₃₇₂ ₆₄,₈₈₀ ₁₁₆,₈₅₀
₂₀₁₃ ₁₀₃,₅₆₄ ₉₄,₆₉₂ ₂₂₈,₉₂₂ ₅₆,₄₄₈ ₆₀,₀₉₄ ₁₁₉,₄₆₀
輸出　　
₁₉₉₆ ₂₁,₆₉₈ ₁₅,₇₇₀ ₁₁,₃₉₄ ₂₆,₇₉₇ ₁₃,₆₂₃ ₆₂₂
₂₀₀₀ ₃₇,₆₁₁ ₂₀,₄₆₆ ₁₈,₄₅₅ ₃₄,₆₄₃ ₁₆,₅₁₇ ₄,₁₅₉
₂₀₀₃ ₃₄,₂₁₉ ₁₇,₂₇₆ ₃₅,₁₀₈ ₂₅,₉₂₀ ₁₁,₉₀₅ ₂₁,₃₉₉
₂₀₀₅ ₄₁,₃₄₃ ₂₄,₀₂₇ ₆₁,₉₁₅ ₂₈,₄₄₅ ₁₄,₄₄₉ ₄₀,₇₈₃
₂₀₁₀ ₄₉,₈₁₆ ₂₈,₁₇₆ ₁₁₆,₈₃₈ ₃₀,₃₆₆ ₁₆,₉₅₈ ₇₂,₆₄₂
₂₀₁₁ ₅₆,₂₀₃ ₃₉,₇₁₂ ₁₃₄,₂₀₅ ₃₄,₉₅₉ ₁₆,₈₅₁ ₇₈,₁₇₆
₂₀₁₂ ₅₈,₅₂₅ ₃₈,₇₉₆ ₁₃₄,₃₂₃ ₃₁,₈₂₇ ₁₇,₁₉₆ ₇₅,₉₈₅
₂₀₁₃ ₆₂,₀₅₃ ₃₄,₆₆₂ ₁₄₅,₈₆₉ ₃₁,₃₅₁ ₁₆,₉₇₆ ₇₇,₀₀₅
輸入　　
₁₉₉₆ ₃₃,₃₀₆ ₃₁,₄₄₉ ₈,₅₃₉ ₁₉,₉₉₃ ₂₇,₅₂₄ ₃,₀₆₃
₂₀₀₀ ₂₉,₀₄₂ ₃₁,₅₅₆ ₁₂,₃₄₈ ₂₅,₀₈₀ ₃₈,₄₉₂ ₆,₂₁₂
₂₀₀₃ ₂₄,₈₁₄ ₃₆,₃₁₃ ₂₁,₉₀₉ ₁₆,₈₅₄ ₃₂,₆₉₈ ₁₀,₉₈₃
₂₀₀₅ ₃₀,₅₈₆ ₄₈,₄₀₃ ₃₈,₆₄₈ ₂₁,₀₀₉ ₄₅,₉₈₁ ₁₉,₉₄₅
₂₀₁₀ ₄₀,₄₀₃ ₆₄,₂₉₆ ₇₁,₅₇₄ ₂₅,₄₀₉ ₅₂,₁₁₅ ₃₅,₉₄₇
₂₀₁₁ ₄₄,₅₆₇ ₆₈,₃₀₂ ₈₆,₄₂₆ ₂₅,₆₉₆ ₅₂,₂₃₂ ₄₃,₄₄₈
₂₀₁₂ ₄₃,₃₄₁ ₆₄,₃₀₃ ₈₀,₇₈₅ ₂₃,₅₄₅ ₄₇,₆₈₄ ₄₀,₈₆₅
₂₀₁₃ ₄₁,₅₁₂ ₆₀,₀₂₉ ₈₃,₀₅₃ ₂₅,₀₉₇ ₄₃,₁₁₈ ₄₂,₂₅₄
（出所）米 GTI 社、World Trade Atlas.　
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表 4 － ２ 　韓国および台湾の貿易依存先（相手先の比重）
（単位：％）
韓　　　　国 台　　　　湾
米国 日本 中国 米国 日本 中国
貿易総額
₁₉₉₆ ₁₉.₆₄ ₁₆.₈₆ ₈.₀₉ ₂₁.₄₅ ₁₈.₈₆ ₁.₆₉ 
₂₀₀₀ ₂₀.₀₃ ₁₅.₆₃ ₉.₂₆ ₂₀.₇₈ ₁₉.₁₄ ₃.₆₃ 
₂₀₀₃ ₁₅.₈₄ ₁₄.₃₈ ₁₅.₃₀ ₁₅.₇₅ ₁₆.₄₂ ₁₁.₉₂ 
₂₀₀₅ ₁₃.₁₈ ₁₃.₂₇ ₁₈.₄₃ ₁₃.₃₄ ₁₆.₃₀ ₁₆.₃₈ 
₂₀₁₀ ₁₀.₁₂ ₁₀.₃₇ ₂₁.₁₃ ₁₀.₈₆ ₁₃.₄₄ ₂₁.₁₃ 
₂₀₁₁ ₉.₃₃ ₁₀.₀₀ ₂₀.₄₃ ₁₀.₅₉ ₁₂.₀₇ ₂₁.₂₄ 
₂₀₁₂ ₉.₅₄ ₉.₆₆ ₂₀.₁₅ ₉.₉₈ ₁₁.₆₉ ₂₁.₀₅ 
₂₀₁₃ ₉.₆₃ ₈.₈₁ ₂₁.₂₉ ₁₀.₁₄ ₁₀.₈₀ ₂₁.₄₆ 
　　₂₀₁₄＊ ₁₀.₄₄ ₇.₉₀ ₂₀.₇₁ ₁₀.₇₃ ₁₀.₃₈ ₂₁.₆₈ 
輸出　　
₁₉₉₆ ₁₇.₂₄ ₉.₂₅ ₉.₀₃ ₂₃.₁₇ ₁₁.₇₈ ₀.₅₄ 
₂₀₀₀ ₂₁.₈₃ ₁₁.₈₈ ₁₀.₇₁ ₂₃.₄₇ ₁₁.₁₉ ₂.₈₄ 
₂₀₀₃ ₁₇.₆₆ ₁₈.₉₁ ₁₈.₁₁ ₁₇.₉₉ ₈.₂₆ ₁₄.₈₅ 
₂₀₀₅ ₁₄.₅₄ ₈.₄₅ ₂₁.₇₇ ₁₅.₀₅ ₇.₆₅ ₂₁.₅₈ 
₂₀₁₀ ₁₀.₆₈ ₆.₀₄ ₂₅.₀₅ ₁₁.₅₉ ₆.₄₇ ₂₇.₇₂ 
₂₀₁₁ ₁₀.₁₂ ₇.₁₅ ₂₄.₁₆ ₁₁.₉₉ ₅.₇₈ ₂₆.₈₂ 
₂₀₁₂ ₁₀.₆₈ ₇.₀₈ ₂₄.₅₂ ₁₁.₁₉ ₆.₀₅ ₂₆.₇₁ 
₂₀₁₃ ₁₁.₀₉ ₆.₁₉ ₂₆.₀₇ ₁₀.₉₁ ₅.₉₁ ₂₆.₈₁ 
　　₂₀₁₄＊ ₁₂.₀₆ ₅.₇₉ ₂₄.₅₅ ₁₁.₂₃ ₅.₇₉ ₂₆.₂₄ 
輸入　　
₁₉₉₆ ₂₁.₇₂ ₁₇.₈₃ ₆.₇₅ ₁₉.₅₁ ₂₆.₈₆ ₃.₄₈ 
₂₀₀₀ ₁₈.₁₀ ₁₉.₆₆ ₇.₆₉ ₁₇.₉₄ ₂₇.₅₄ ₄.₄₄ 
₂₀₀₃ ₁₃.₈₈ ₂₀.₃₁ ₁₂.₂₅ ₁₃.₂₂ ₂₅.₆₄ ₈.₆₁ 
₂₀₀₅ ₁₁.₇₁ ₁₈.₅₃ ₁₄.₇₉ ₁₁.₅₆ ₂₅.₃₀ ₁₀.₉₇ 
₂₀₁₀ ₉.₅₈ ₁₅.₁₂ ₁₆.₈₃ ₁₀.₀₉ ₂₀.₇₀ ₁₄.₂₈ 
₂₀₁₁ ₈.₅₀ ₁₃.₀₃ ₁₆.₄₈ ₉.₁₄ ₁₈.₅₈ ₁₅.₄₆ 
₂₀₁₂ ₈.₃₄ ₁₂.₃₉ ₁₅.₅₅ ₈.₇₀ ₁₇.₆₂ ₁₅.₁₀ 
₂₀₁₃ ₈.₀₅ ₁₁.₆₄ ₁₆.₁₁ ₉.₃₂ ₁₆.₀₁ ₁₅.₇₆ 
　　₂₀₁₄＊ ₈.₇₀ ₁₀.₁₇ ₁₆.₅₉ ₁₀.₂₁ ₁₅.₂₄ ₁₆.₈₄ 
（出所）米 GTI 社、World trade Atlas.　₂₀₁₄年は韓国 ₁ ～ ₇ 月、台湾 ₁ ～ ₆ 月。
◇台湾の相互依存関係の変化（中台 vs 日台）
台湾の相互依存関係も、米国、日本依存が後退し、中国依存が著しく増大した。中国依
存度は、貿易総額では₁₉₉₆年の₁．₇％から₂₀₀₀年₃．₆％、₂₀₀₅年₁₆．₄％、₂₀₁₀年₂₁．₁％、
₂₀₁₃年₂₁．₅％と上昇した。₂₀₀₃～₀₅年の変化が一番大きい。
輸出入別に見ると、輸出市場としての中国の役割が大きい。日米両国を合計しても、中
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国市場の ₆ 割にしかならない（₂₀₁₃年）。台湾も、かつては対米、対日輸出で経済発展し
たが、₂₀₀₀年代に入ってからは中国向け輸出で経済発展している。輸入面では日本依存が
依然として大きい。
韓国、台湾の相互依存関係を分析して言えることは、相互依存関係の変化は中国の経済
発展、輸入吸収力の増大が主たる要因であるということであろう。
図 ２ 　韓国の相互依存関係　　　　　　　　図 3 　台湾の相互依存関係　
Ⅲ　日米中の GDP 比較
参考までに、日米中の GDP を比較しておこう。IMF 報告によると、購買力平価 GDP で
見ると、今年（₂₀₁₄年）、中国は米国を抜いて世界一となる。中国は世界一の経済大国に
なったのである。
₂₀₁₄年の GDP は為替レート換算によると、米国₁₇兆₄₁₆₀億㌦である。これに対し、中
国は₁₀兆₃₅₆₀億㌦である（IMF 統計）。まだ米国の方が大きい。しかし、購買力平価（ppp）
換算でみると、中国の GDP は₁₇兆₆₃₂₀億㌦となり、米国の₁₇兆₄₁₆₀億㌦を超えた。そして、
₅ 年後には米国₂₂.₂兆㌦に対し、中国₂₆.₉兆㌦と大きく上回る。
ちなみに、日本の GDP は₂₀₁₄年 ₄ 兆₇₇₀₀億㌦、₂₀₁₉年 ₅ 兆₅₄₃₃億㌦（pppGDP は ₅ 兆
₅₂₈₀億㌦）である。 ₅ 年後、中国の GDP は日本の ₅ 倍になる。日本と中国を指してアジ
アの「 ₂ 大経済大国」ということが語られるが、日本は中国の ₅ 分の ₁ の大きさである。
なお、世界銀行推計の購買力平価（ppp）GDP でみると、中国は₂₀₁₄年中に米国を上回
り世界一になる。世銀推計によると、₂₀₁₁年の中国の GDP（ppp）は₁₃兆₄₉₆₀億㌦で、そ
1,195
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3,099 2,038
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（貿易総額、2013年）単位：億ドル
台湾
日本
米国中国
（出所）World Trade Atlas
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の後の経済成長率（IMF 見通し）を加味すると、₂₀₁₄年には pppGDP は₁₇兆₉₀₀₀億㌦にな
る。米国の GDP は₂₀₁₄年₁₇兆₅₂₈₀億㌦であるから、中国は₂₀₁₄年中には米国を上回り世
界一になる。₂
表 ５ 　日米中の GDP 比較
（単位：₁₀億㌦）
₂₀₁₃ ₂₀₁₄ ₂₀₁₅ ₂₀₁₆ ₂₀₁₇ ₂₀₁₈ ₂₀₁₉
中国
　為替レート換算 　₉,₄₆₉ ₁₀,₃₅₆ ₁₁,₂₈₅ ₁₂,₂₃₅ ₁₃,₂₆₃ ₁₄,₃₅₃ ₁₅,₅₁₉
　購買力平価換算 ₁₆,₁₄₉ ₁₇,₆₃₂ ₁₉,₂₃₀ ₂₀,₉₃₃ ₂₂,₇₈₀ ₂₄,₇₅₆ ₂₆,₈₆₈
米国 ₁₆,₇₆₈ ₁₇,₄₁₆ ₁₈,₂₈₇ ₁₉,₁₉₇ ₂₀,₁₆₉ ₂₁,₁₅₈ ₂₂,₁₄₈
日本（為替レート換算） ₄,₈₉₉ ₄,₇₇₀ ₄,₈₈₂ ₅,₀₀₁ ₅,₁₅₅ ₅,₂₉₅ ₅,₄₃₃
（出所）IMF, World Economic Outlook Database, October ₂₀₁₄.
Ⅳ　中国市場における日本のシェア低下―日中冷戦の影響か―
（ １）日本：大幅な貿易赤字と輸出減少続く
日本の貿易収支は歴史的な赤字になっている。アベノミクス円安にもかかわらず、₂₀₁₃
年度の貿易収支は₁₀兆₉₇₁₀億円の赤字で、第 ₂ 次オイルショックのあった₁₉₇₉年度以降、
最大の赤字である。貿易赤字が膨らんでいるため、経常収支も黄色信号が灯り始めている。
₂₀₁₀年度に約₁₈兆円もあった経常収支は、₂₀₁₃年度はわずか₈₃₁₂億円である。
為替相場は、安倍内閣前の ₁ ドル＝₈₀円に比べ、アベノミクスの効果で ₁ ドル₁₀₀円台
の円安で推移している（₂₅％円安）。この大幅円安にもかかわらず、輸出の落ち込みが続
いている（注、安倍内閣の成立は₂₀₁₂年₁₂月）。
アベノミクスは、円安→輸出増加→雇用・所得増加を期待するわけであるが、このメカ
ニズムは働かなかったのである。タイムラグを伴って効果が現れることも期待されたが、
それもなく、貿易収支の赤字が膨らんだのである。何故、理論通りいかなかったのか。
（ ２）中国向け輸出 ８兆５０００億円減少３
中国は、日本にとって最大の貿易相手国になっている。先に見たように（図 ₁ 参照）、
貿易総額で見ると、日米貿易は₂₀₃₈億㌦、日中貿易は₃₀₉₉億㌦である（₂₀₁₃年）。世界の
相互依存関係は激変している。輸出額も、米国の景気回復で₂₀₁₃年は米中が肩を並べたが、
₂₀₁₀年の対中輸出は₁₄₈₅億㌦（対米₁₁₇₈億㌦）、₂₀₁₁年対中₁₆₁₃億㌦（対米₁₂₅₃億㌦）、
₂ 　世銀推計の米中 GDP（ppp）の出所は、Web「THE PAGE ₂₀₁₄年 ₅ 月 ₇ 日」「中国が “ 購買力平価換算の GDP” で世界 ₁ 位に」（原資料は The Capital 
Tribune Japan）。また、共同 ₅ 月₂₁日「中国経済、米抜き世界一に？　中国側は圧力警戒し否定」。₂₀₁₄年 ₆ 月 ₈ 日閲覧。
₃ 　中国市場における日本のシェア低下が輸出の減少につながっていることを指摘した最初の論文（拙稿「平和と貿易の関係」Web みんかぶ（ニュース
／記事コラム）₂₀₁₄年 ₈ 月 ₄ 日掲載）で、この試算を発表した。http://money.minkabu.jp/₄₆₀₅₄参照。石橋湛山記念財団発行『自由思想』第₁₃₅号（₂₀₁₄
年₁₁月）に再録（一部加筆）。本稿は同論文と重複するところがある。
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₂₀₁₂年対中₁₄₄₆億㌦（対米₁₄₀₅億㌦）と、日本にとって中国は最大の輸出先である（表 ₆
参照）。
ところが、その中国向けの輸出が伸びなくなった。というか、むしろマイナスになって
きたのである。表 ₆ に見るように、中国向け輸出は₂₀₁₁年がピークで、₂₀₁₂年以降減少に
転じた。ただし、₂₀₁₄年上期は下げ止まりが見られる。
表 6  日本の対中国向け輸出の推移
₁₀億円 百万㌦ 前年比％
₂₀₀₆ ₁₀,₇₉₄ ₉₂,₈₄₉
₂₀₀₇ ₁₂,₈₃₉ ₁₀₈,₈₇₀ ₁₇.₃ 
₂₀₀₈ ₁₂,₉₅₀ ₁₂₄,₂₄₃ ₁₄.₁ 
₂₀₀₉ ₁₀,₂₃₆ ₁₀₉,₄₄₈ －₁₁.₉ 
₂₀₁₀ ₁₃,₀₈₆ ₁₄₈,₅₄₈ ₃₅.₇ 
₁₀₁₁ ₁₂,₉₀₂ ₁₆₁,₃₃₇ ₈.₆ 
₂₀₁₂ ₁₁,₅₀₉ ₁₄₄,₆₄₂ －₁₀.₃ 
₂₀₁₃ ₁₂,₆₂₅ ₁₃₀,₁₁₇ －₁₀.₀ 
₂₀₁₄
（ ₁ ~ ₇ 月） ₁₂,₇₉₈ ₁₂₄,₈₆₀ ₀.₅ 
（注）₂₀₁₄年は ₁ ～ ₇ 月分の年率換算。
　　　ドル換算は税関長公示レートによる。
（出所）財務省「貿易統計」
中国経済が調整期にあるため、中国向け輸出が伸びないという訳ではない。なぜなら、
独り日本だけ落ち込んでいるからだ。表 ₇ に示すように、米国も、韓国も、ドイツも、ほ
とんど横ばいで推移している。中国市場で、独り日本だけ沈んでいるのだ。中国の輸入総
額に占める日本のシェアは、₂₀₀₀年には₁₈．₄％もあったが（₁₉₉₅年は₂₂％）、₂₀₁₀年には
₁₂．₆％、₂₀₁₃年₈．₃％と低下した（₂₀₁₄年 ₁ ～ ₆ 月は₈．₁％）。日中関係が冷え切った最近 ₂ 、
₃ 年のシェア低下が激しい。
中国の輸入総額は、調整期にあるとはいえ、₂₀₁₁年₂₅．₀％増、₁₂年₄．₃％増、₁₃年₇．₃％
増と増加している。中国向け輸出が減るという日本の貿易は、尋常な姿ではない。米独韓
のようにシェアさえ維持できていれば、中国向け輸出は増えるはずである。
仮に、₂₀₁₀年のシェア（₁₂．₆₃％）で推移した場合、₂₀₁₃年の日本の中国向け輸出額は
₂₄₆₃億㌦と試算される。しかし、実際は₁₆₂₁億㌦であった（中国の日本からの輸入額）。
この差は₈₄₂億㌦（ ₈ 兆₅₀₀₀億円）に上がる。₂₀₁₃年ベースで、年率 ₈ 兆₅₀₀₀億円もの減
少である。中国向け輸出が振るわないため、公共事業費を上回る規模の有効需要が消えた
のである。（注、₂₀₁₄年度公共事業費は ₆ 兆円。当初予算。）
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表 7 　中国市場における日本のシェア低下
（単位：₁₀億㌦、％）
₂₀₀₅ ₂₀₁₀ ₂₀₁₁ ₂₀₁₂ ₂₀₁₃
中国の輸入総額 ₆₆₀ ₁,₃₉₅ ₁,₇₄₃ ₁,₈₁₈ ₁,₉₅₀
日本からの輸入 ₁₀₀ ₁₇₆ ₁₉₄ ₁₇₈ ₁₆₂
（シェア %） （₁₅.₂） （₁₂.₆） （₁₁.₁） （₉.₈） （₈.₃）
米国のシェア（%） （₇.₄） （₇.₃） （₆.₈） （₇.₀） （₇.₅）
韓国のシェア（%） （₁₁.₆） （₉.₉） （₉.₃） （₉.₀） （₉.₄）
ドイツのシェア（%） （₄.₇） （₅.₃） （₅.₃） （₅.₁） （₄.₈）
（資料）米 GTI 社、World Trade Atlas.
（注）日本のシェアを遡ると、₁₉₉₅年₂₂.₀%、₂₀₀₀年₁₈.₄%、₂₀₀₃年₁₈.₀%。
日本の中国向け輸出の減少は何が原因か。独り日本だけ落ち込んでいるわけだから、中
国経済が調整期にあるためと言うのは理由にならない。また、直接投資が日本からの輸出
に代替しているという理由も弱い。欧米も直接投資による中国進出が多いからだ。また、
日本の企業の競争力が急に低下したとする仮説も説得力がない。日本の輸出全体が伸び悩
んでいるのは現地生産の効果も大きいであろうが、中国向けが特に落ち込んでいる理由と
しては弱いのではないか。
日中の政治的関係の悪化が影響しているのではないか。かつては「政冷経熱」と言われ
てきた。しかし、₂₀₁₂年 ₉ 月の尖閣諸島国有化、安倍首相による靖国参拝で、日中関係は
冷え切り、政府首脳間の接触も全くなくなっている。日中関係は異常な状態と言えよう。
この日中間の「冷戦」が経済（貿易）に影響しているのではないか。
平和が貿易を大きく左右している。一方、貿易（相互依存）が平和を創り出す。逆もま
た真である。次節はこれに関係する事例を取り上げ、日本外交の在り方を考える。
Ⅴ　アジアの変化―モンゴルとベトナムの事例―
次に、経済の相互依存関係が平和の構造に影響する事例を検証する。第 ₂ 次安倍内閣が
初外遊先に選んだのは、東南アジア諸国であった。「自由と繁栄の弧」という外交方針に
基づくものであるが、「中国包囲網」という見方もある。しかし、アジア諸国は大きく変
化している。初外遊先に選んだベトナムとモンゴルの変化をみよう。₄
（ １）モンゴルの変化
筆者は₁₉₉₀年代の中葉、民主化直後のモンゴルを ₂ 回訪問した。強く印象に残ったのは、
モンゴル人の中国嫌いであった。内モンゴル地区を中国に獲られたという歴史が背景であ
ろうか。しかし、最近、モンゴル人知人と話してビックリした。「中国嫌い」ではないと
₄ 　本節は拙稿「ベトナムの変化と日本外交の効果」Web みんかぶ₂₀₁₃年₁₁月 ₅ 日掲載と重複する。http://money.minkabu.jp/₄₁₉₄₉参照。
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いう。中国のお陰でモンゴルが経済発展できるようになったという。
表 ₈ に示すように、モンゴルの輸出の ₉ 割は中国向けである（現状）。中国向け輸出が、
モンゴルの経済成長を支えている。主な輸出商品は石炭、銅精鉱、亜鉛精鉱、鉄鉱石、カ
シミヤである。そのほとんどが中国向けである。
₉₀年代中頃、筆者がモンゴルを訪問した時、彼らは地下資源の豊富さを強調していた。「元
素記号表に載っているもので無いものはない」と誇っていた。しかし、この地下資源は経
済発展に結びついていなかった。モンゴルは内陸国で、港がない。石炭や鉄鉱石は豊富で
も、重量当たり単価が低く、輸出できない。アルミニウムなど、銅以上の非鉄金属しか輸
出できないと言われていた。
しかし、隣国の中国が経済発展し、しかも世界中の資源を鯨飲するかのように輸入する
ことで経済成長している。資源価格も高騰した。₉₀年代には予想もしなかった高価格で、
しかも隣国が資源輸入国になった。ここに初めて、モンゴルは豊富な地下資源を輸出でき
るようになった。近年は鉱業開発が盛んである。GDP 成長率は、工業成長率よりも高い。
これも資源輸出が要因であろう（₂₀₁₁年、₁₂年の成長率は、工業₉．₀％、₇．₂％に対し、
GDP 成長率は₁₇．₅％、₁₂．₄％と高い）。
中国向け輸出で経済成長できるようになった。そのためであろうか、「中国嫌い」では
ないと言う。経済の相互依存の変化が、政治的関係まで変化させたと言えよう。
表 8 　モンゴルの貿易構造（地域別）
（単位：％）
輸　出 輸　　入
₂₀₀₃年 ₂₀₁₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₁₂年
ロシア ₆.₇ ₁.₈ ₃₃.₁ ₂₇.₄ 
中国 ₄₆.₂ ₉₂.₆ ₂₁.₅ ₂₇.₆ 
韓国 ₁.₂ ₀.₃ ₈.₄ ₆.₉ 
日本 ₁.₄ ₀.₁ ₇.₉ ₇.₄ 
米国 ₂₃.₂ … ₂.₉ ₈.₀ 
（出所）₂₀₀₃年は米 GTI 社、Global Trade Atlas.、
　　　　₂₀₁₂年はアジア経済研究所「アジア動向データベース」による。
（ ２）ベトナムと中国―対立と相互依存―
　◇ベトナムは変わるか？　異形の貿易に変化の兆し５
長年、「異形の貿易発展」と思っていたベトナムの貿易構造に変化が出てきた。モンゴ
ルも変わった。アジア情勢の構造変化を感じる。
ベトナムの輸出は “ 異常な ” 形をしている。地域別輸出を見ると、対米輸出依存度が著
しく高く、そして対米輸出比率がほとんど一定を維持している。これはアジア諸国の中で
₅ 　本節は拙稿「ベトナムの変化と日本外交の効果」Web みんかぶ₂₀₁₃年₁₁月 ₅ 日掲載と重複する。http://money.minkabu.jp/₄₁₉₄₉参照。
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は “ 異常な ” 姿である。世界の相互依存関係の分析をしていて気づいていた点である。
戦後の東アジア諸国は、米国向けの輸出で経済発展してきた。日本も例外ではない。し
かし、今世紀に入って（特に₂₀₀₃年以降）、各国とも、中国向けの輸出が急増し、対米依
存度は低下し始めた。それと共に、中国の発言力は増した。
図 ₄ に示すように、日本も、韓国も、タイも、マレーシアも、輸出先は米国依存から、
中国依存にシフトが起きている。₂₀₀₃年から₂₀₁₂年にかけて、日本の対米依存度は₂₅％か
ら₁₈％に低下、韓国は₁₈％から₁₁％に低下、タイは₁₇％から₁₀％に低下、マレーシアは₂₀
％から ₉ ％に低下した。
一方、中国への依存度は、日本は₁₂％から₁₈％に上昇、韓国は₁₈％から₂₅％に、タイは
₇ ％から₁₂％に、マレーシアは ₇ ％から₁₅％に上昇した。各国とも、米国依存が低下し、
中国依存が上昇した。今や多くの国が、輸出先の第 ₁ 位は中国である。東アジア諸国は、
対米依存度の低下、対中依存度の上昇が鮮明だ。これが₂₀₀₀年代のアジア諸国の貿易構造
の変化である。
これに対し、ベトナムは対米依存度がコンスタントである。対中依存度にも顕著な上昇
は見られない。輸出の対米依存は₂₀₀₃年₂₀％、₂₀₁₂年₁₇％と高水準が続き、大きな低下は
見られない。一方、中国向けは₂₀₀₃年 ₉ ％、₂₀₁₂年₁₁％である（わずかに上昇）。米国依
存度の高さ、しかも、依存度に大きな変化が見られない点、アジア諸国の中では特異な存
在である。異形の貿易発展だ。ベトナムと中国は仲が悪いという説に、なるほどと納得し
たものであった。
図 4 　各国の対米輸出依存度の変化　　　　図 ５ 　各国の対中輸出依存度の変化
◇中国とサプライチェーン構築⇒相互依存関係の変化
ただし、輸入は激変した。ベトナムは、かつてはロシア（旧ソ連）との関係が深かった。
₁₉₉₀年当時、輸入の₄₄％はロシア依存だった（輸出もロシア依存₃₈％）。しかし、₉₀年代
に大きく変化し、台湾、韓国、日本、シンガポールが主な輸入先に変わった。米国への輸
（資料）World Trade Atlas.
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入依存は低く、₂₀₀₃年₄．₅％、　₂₀₁₂年₄．₂％である。輸出は米国依存が大きいが、輸入依
存度は低い。
しかし、近年注目すべきは中国への輸入依存の急上昇だ。ベトナムは中国からの輸入が
増え始めた。機械部門のサポーティング・インダストリーが弱いため、中国からの部品輸
入等が増えているからであろう。ベトナムの近年の発展パターンは、中国から部品を輸入
し、低廉・豊富な労働力を使って加工組み立て、米国等に輸出するという発展パターンで
ある。このように、中国との間にサプライチェーンを構築することで自国の弱点を補い、
加工組み立て型の機械類も徐々に競争力を強めている。
実際、中国への輸入依存度の急上昇している。中国は₂₀₀₃年には第 ₁ 位の輸入先になっ
たものの、中国依存はまだ₁₂．₄％だった。しかし、₂₀₁₂年には₂₅．₃％に上昇した。中国か
らの輸入規模は日本や韓国の ₂ 倍、米国の ₆ 倍になった。中国製品は安いけど粗悪品とい
う見方は強い。しかし、その一方で、中国からの輸入は急増している。（対中貿易は、輸
出₁₂₄億㌦、輸入₂₈₈億㌦で大幅赤字）。
貿易総額（輸出＋輸入）で見ると、米国依存度は₁₁．₂％から₁₀．₇％と大きな変化はない
が、中国依存度は₁₀．₇％から₁₈．₀％に上昇した。韓国依存度も₆．₉％から₉．₂％に上昇した。
日本依存度は₁₃．₀％から₁₀．₈％に低下。ベトナムの貿易は、輸入面を中心に中国依存度が
上昇し始めている。輸入（中国から見ると輸出）が先兵となって、今後、輸出（中国の輸
入）も増勢を強めることになるだろうか。
表 9 　ベトナムの国別貿易依存度（構成比）の変化
（単位：％）
米国 中国 日本 韓国 台湾 英独仏
貿易総額
₂₀₀₃年 ₁₁.₂ ₁₀.₇ ₁₃.₀ ₆.₉ ₈.₁ ₇.₀ 
₂₀₁₂年 ₁₀.₇ ₁₈.₀ ₁₀.₈ ₉.₂ ₄.₉ ₅.₈ 
輸 出 額
₂₀₀₃年 ₁₉.₅ ₈.₇ ₁₄.₄ ₂.₄ ₁.₇ ₁₀.₄ 
₂₀₁₂年 ₁₇.₂ ₁₀.₈ ₁₁.₄ ₄.₉ ₂.₅ ₈.₁ 
輸 入 額
₂₀₀₃年 ₄.₅ ₁₂.₄ ₁₁.₉ ₁₀.₆ ₁₁.₆ ₄.₁ 
₂₀₁₂年 ₄.₂ ₂₅.₃ ₁₀.₂ ₁₃.₇ ₇.₅ ₃.₅ 
（資料）ベトナム税関総局。
ベトナムと中国は仲が悪いという見方が多い。ベトナムは₁₀₀₀年以上に亘って中国に支
配された（紀元前 ₂ 世紀から₁₀世紀前半まで）。その怨念があるからという。₁₉₇₉年の中
越戦争もある。ベトナムでは「アメリカとフランスは許せるが、中国だけは許さない」と
言われているという話も聞く。“₁₀₀₀年前 ” の怨念からの中国嫌い説と、近年の相互依存
関係の緊密化、果たしてどちらが今後のベトナム外交に影響するであろうか。
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先述したように、安倍晋三首相は、第 ₂ 次安倍内閣後の最初の外国訪問先として、₂₀₁₃
年 ₁ 月、ベトナム、タイ、インドネシアの東南アジア諸国を訪問した。次いで、 ₃ 月には
モンゴルを訪問した。第 ₁ 次安倍内閣（₂₀₀₆年～）の外交方針「自由と繁栄の弧」を踏襲
したものであろうか。「自由と繁栄の弧」とは、ユーラシア大陸に沿って自由の輪を拡げ、
普遍的価値を基礎とする豊かで安定した地域を形成するというものである。しかし、当時
から、中国やロシアに対する「包囲網」とも取られている。
しかし、この数年、アジアの相互依存関係には変化がみられる。上述のように、モンゴ
ルは輸出の ₉ 割が中国向けであり、それによって経済発展している。また、ベトナムと中
国の相互依存関係も強化されつつある。₂₀₀₃年以前（正しくは中国の WTO 加盟以前）あ
るいはリーマンショック以前と比べ、世界の相互依存の関係は大きく変わった。
モンゴルやベトナムは、「中国包囲網」に加わるであろうか。確かに、日本はモンゴル
に対する最大の援助供与国である（₂₀₁₂年度までに累計₂₂億㌦の援助）。しかし、モンゴ
ルの中国市場依存（輸出）は年間₄₀億㌦である（₂₀₁₂年）。また、日本のベトナム援助は
₂₃億㌦（₂₀₁₂年度）、これに対し、ベトナムの中国市場依存（輸出）は₁₃₁億㌦（₂₀₁₂年）
である。日本の援助額の伸びより、中国市場への輸出額の方が今後の伸び率も大きくなる
であろう。
「中国包囲網」の効果はあるであろうか。下手すると（もし効果がない場合）、空回りし、
逆に、日本の「外交力」の劣化を導きかねない。確かに、東南アジア諸国の中では、ベト
ナム、フィリピンは中国と南沙諸島の領有権問題を抱えており、中国との間に距離がある。
日本の「価値観外交」の最適な対象であろう。しかし、一方、経済の相互依存の深化が政
治的関係の改善につながることも否定はできない。最近の世界の相互依存関係の変化を分
析すると、日本の「価値観外交」は大丈夫だろうかと心配になってくる。
◇中国台頭を直視した外交を
今年 ₅ 月（₂₀₁₄年）、アジア開発銀行（中尾武彦総裁）の年次総会が開かれたが、中国
主導の「アジアインフラ投資銀行」（AIIB）の設立構想が話題になった。₇  これはアジアの
交通インフラ整備の資金を供給することが目的である。AIIB にはアジア₁₆か国が参加し、
一方、日本は除外された（注、ただし ₆ 月末、日本にも参加招請しているが、日本はまだ
未反応）。₁₀月、アジア₂₁国が設立準備に関する MOU を締結し、₁₁月インドネシアも署
₆ 　日本外交の効果を考えるという問題提起は、先の拙稿「ベトナムの変化と日本外交の効果」Web みんかぶ₂₀₁₃年₁₁月 ₅ 日で行った。本節はその再論
である。
₇ 　中国はアジア開発銀行（ADB）の増資及び中国の出資比率拡大を求めたようだが、中国の議決権の増大を嫌う日米の反対で実現しなかった。そこで、
中国は既存の ADB 内での影響力強化をあきらめ、アジア向けの新しいインフラ投資銀行の設立を打ち出したようだ。
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名したので、参加国は₂₂国になった。日本と米国は AIIB に批判的で、同盟国に不参加を
呼びかけているようだが、アジアの交通インフラ整備の資金需要に応えるための AIIB 構
想にアジア諸国は賛同しており、ASEAN 諸国はじめ₂₁か国が中国の呼びかけに参加した。
すでに東南アジア、中央アジアの賛同を得ており、日本の参加、不参加に関係なく、₂₀₁₅
年には始動する見込みである。この事実は、日本が考えている「中国」「アジア」とは違
ったものが、アジアの現実にあることを示唆している。
中国は AIIB を通して国際的な影響力を高める狙いがあろう。AIIB はアジア各国にまた
がる交通インフラ整備の資金需要に応えるための国際機関であるが、中国とアジア地域を
つなぐインフラ整備でもある。道路、鉄道、パイプライン、港湾などのインフラ整備が対
象となる。それはアジアの域内経済連携強化の手段となり、相互依存関係の一層の深化を
もたらすであろう。特に中国と周辺アジア諸国との連携強化になろう。
中国の台頭に伴い、アジアの相互依存関係は大きく変わり始めた。この相互依存関係の
変化を認めないと、時代の変化に追い付けない国際認識のまま外交を行うことになり、世
界の中で孤立しかねない。国民は貧窮化していくことになろう。現状を客観的に、正しく
分析し、中国台頭を直視することが、日本の行方、アジアの平和と発展を考えるために不
可欠なことと思われる。
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